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本研究の目的は，新たに在宅勤務に従事することになった従業員の，上司に支援を要請す
る意図が喚起されるメカニズムを明らかにすることである。本研究では，1）部下の援助
要請意図に対して上司のインクルーシブ・リーダーシップ（ILS）�が心理的安全の認知を
介して与える影響を検討し，加えて，2）心理的安全と援助要請意図の関係に仕事の要求
度が与える調整効果についても検討する。先行研究では，ILS の成果変数として，職務遂
行に直接関わる行動や態度が取り上げられてきた一方で，職場での悩みといった，個人的
な問題について助けを求めようとすることへの影響は，取り上げられてこなかった。加え
て，ILS が心理的安全を介して従業員の態度や行動に与えるメカニズムについて，従業員
のおかれる状況要因に注目されてこなかった。そこで本研究は，新たに在宅勤務となった
従業員を対象に，インターネット調査会社を通じたウェブ上の質問票調査を実施し，調査
結果をもとに統計分析を行った。分析の結果，ILS が心理的安全を高めることを介して援
助要請意図を促すことと，その媒介の影響は，仕事の要求度が高い状況よりも，低い状況
の時に強まることが明らかとなった。本研究の発見は，ILS や援助要請に関する先行研究
に対する理論的新規性を持ち，さらに在宅勤務に切り替わった従業員をマネジメントする
管理者や人事部に対して実践的意義のある知見を提供する。

【キーワード】職業一般，職業心理，労働者意識

●論文（投稿）

Ⅰ　は�じ�め�に

　本研究の目的は，新たに在宅勤務に従事するこ
とになった従業員において，上司に支援を要請す
る意図が喚起されるメカニズムを明らかにするこ
とである。本研究では，1）部下の援助要請意図
に対して，上司のインクルーシブ・リーダーシッ
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プ�（inclusive� leadership；以下，ILS と表記）が職
場の心理的安全�（psychological�safety）の認知を
介して与える影響を検討し，加えて，2）職場の
心理的安全と援助要請意図の関係に仕事の要求度
が与える調整効果についても検討する。
　新型コロナウイルス感染症の大流行を契機に，
在宅勤務者に対する感情面の支援の在り方が問わ
れるようになった（Larson,�Vroman�and�Makarius�
2020）。実際，江夏（2020）では，在宅勤務が増え
た人ほどより強い孤立感を知覚していることが確
認されている。また株式会社パーソルの調査によ
れば，オンラインコミュニケーションにおける不
安として，相手の気持ちがわかりにくいという声
が多いようである 1）。在宅勤務によってオンライン
によるコミュニケーションツールは急速に普及・
浸透したものの，非対面のコミュニケーションや
業務遂行では，不安や助けを求めにくいことによ
る孤独といった課題は残ると考えられる（Mann�and�
Holdsworth�2003）。Golden,�Veiga�and�Dino（2008）
では，大半を在宅勤務とするような勤務形態の場
合，孤独感のような感情的反応が業務成績を低下
させたり，離職意図を高めたりすることが明らか
にされている。在宅勤務を必要とする状況におい
ては，在宅勤務中に生じるネガティブ感情に対す
る支援やケアを効果的に行うことが，メンタルヘ
ルス対策の観点からも重要な課題といえよう。
　職場の支援に関する先行研究では，上司から部
下に支援を提供するという，一方向の関係で捉え
られることが多かった。しかしながら従業員が自
ら支援を要請することを起点とした支援関係に注
目が集まるようになってきた（Nadler�2015）。在
宅勤務が進むと，従業員の個々の事情を上司が把
握することは難しくなる。上司が，部下が支援を
必要としていると気づいた場合だけでなく，上司
が気付かない場合でも，部下が必要に応じて能動
的・主体的に支援を要請しようとすることが重要
だと考えられる。
　しかし，職場の援助要請に関する研究はその重
要性に比して，十分蓄積されていない。特に，職
場の援助要請を促すメカニズムやマネジメントに
ついては十分に明らかにされていない。加えて，
先行研究は従業員が置かれる状況要因の影響につ

いて十分に考慮していない。詳しくは後述する
が，先行研究にもとづけば，ストレスフルな状況
におかれているか否かで，援助要請の意思決定に
変化が生じる可能性がある。
　これらを踏まえて本研究では，援助要請意図を
高める管理者のリーダーシップと，そうしたリー
ダーシップが，知覚された職場の風土に影響する
ことを介して，援助要請意図に影響するメカニズ
ムを検討する。特に，リーダーシップとしては
ILS を，知覚された職場の風土としては心理的安
全を取り上げる。さらに，先行研究が十分に考慮
してこなかった状況要因として，仕事の要求度に
注目することで，上記したメカニズムをより精緻
に検討する。職場づくりを推進する立場である上
司のリーダーシップの影響を考慮することは，援
助要請研究の理論的射程を拡張することになる。
またリーダーシップを発揮する立場である管理者
や育成する立場である人事部への実践的意義も期
待できる。最後に，本研究の分析モデルを図 1 に
示す。このモデルについて，以降から，先行研究
レビューにもとづき説明する。

図 1　本研究のモデル

出所：筆者作成

心理的安全

ILS 援助要請意図

仕事の要求度

Ⅱ　先行研究レビュー

１　援助要請

　援助要請は，「仕事や仕事以外で生じた問題に
うまく対処するために，仕事に関連した仲間（同
期や上司，部下）に対して感情的ないしは道具的
な支援を要請することを伴う対人的プロセス

（Bamberger�2009：51）」と定義される。道具的な
支援の要請は，職務遂行を果たす上で生じた問題
について支援を求めることを指し，感情的な支援
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の要請は，人間関係や心理的健康（psychological�
well-being）に関する問題について支援を求める
ことを指す（Bamberger�2009）。
　援助要請研究では，個人の心理的な問題に関す
る援助要請行動そのものを測定することの方法論
的・倫理的な困難性から，援助要請に対する態度
や意図を測定することで，援助要請を捉えようと
してきた（梅垣�2017：191）。ただし，計画的行動
理論（e.g.,�Ajzen�1991）において，意図は行動に
対する重要な予測因子に位置づけられていること
から，個人における援助要請意図を高めるアプ
ローチも十分意義があるといえる。よって本研究
においても，部下の援助要請意図を扱うこととす
る。
　本研究では，とりわけ感情的な支援の要請意図

（以降，感情面の援助要請意図と記述する）に着目す
る。この理由は以下のとおりである。第 1 に，従
業員にとって感情面の問題について支援を得るこ
とが，彼ら・彼女らが仕事で受けるストレスや感
情的な消耗（emotional�exhaustion）を緩和する効
果を持つからである（de�Jonge�and�Dormann�2006；
Van�de�Ven,�van�den�Tooren�and�Vlerick�2013）。特
に，現在のコロナ禍において個人の抑うつやスト
レスが課題になっている（Kowal�et�al.�2020）こと
を踏まえれば，そうした課題に対して感情面の援
助要請により解決が促されることには意義がある
といえる。第 2 に，上記のようにして従業員の心
理的健康の増進を図ることが，従業員個人の業績
向上，ひいては企業全体の業績の向上につながる
点で，企業にとっての重要な経営課題になりつつ
あることが挙げられる（森永�2019）。しかしなが
ら，個人が感情面の問題について支援を得られる
ようにマネジメントしていく上で，個人が自ら支
援を求めるように促すアプローチについては，未
だに研究蓄積が十分でない（Van�de�Ven,�van�den�
Tooren�and�Vlerick�2013）。ゆえに本研究によって
感情面の援助要請意図を高めるための知見を明ら
かにすることは，上記した経営課題と，理論的課
題に応え得る。

２　援助要請意図の先行要因としての上司行動

　既存の援助要請研究によれば，個人はコストと

ベネフィットを考慮した上で援助要請の意思決定
を行う（e.g.,�DePaulo�1983）。コストにはたとえば
助けを求める労力のような身体的な負担や，自尊
心の低下，自身の能力の無さの露呈によるパワー
の喪失，他者からのネガティブな評価が含められ
る。ベネフィットには，問題の解決や問題解決を
通じて得られるスキルや知識が含められる。
Bamberger（2009） は， 合 理 的 行 為 理 論（cf.,�
Ajzen�1991）2）� や 情 報 プ ロ セ ス モ デ ル（e.g.,�
Anderson�1982）を理論的基盤として，従業員が，
自身を取り巻く状況をもとに，援助要請によって
生じるコストないしベネフィットを評価し，援助
要請するかどうかを決めるとした。より具体的に
は，従業員は日々活動している職場から得られる
情報をもとに，援助要請してよいかどうかを判断
することを指摘した。この後，職場要因を表す，
集団内の規範（Kulkarni�2012）や仕事の相互依存
性（鈴木・松下�2017）といった要因が，援助要請
の先行要因として挙げられてきた。
　職場の上司は，職場において取るべき態度や振
る舞いを部下に示す存在である点で（Feldman�
1984），従業員にとっては何が望ましい行動であ
る か を 判 断 す る た め の 情 報 源 と な り 得 る

（Hackman�1992）。また，同様の指摘は在宅勤務の
研究でもなされており，たとえば Neufeld�and�
Fang（2005）は，先に挙げた合理的行為理論や，
他の個人の行動の意思決定モデルを参照し，在宅
勤務者の行動や態度に上司との交流が影響するこ
とを指摘している。
　これらの点で，上司は援助要請意図に影響する
要因として想定されるが，その影響について先行
研究ではほとんど検討がなされていない。そこで
本研究では，援助要請意図の先行要因として上司
行動に焦点を当てる。より具体的には，在宅勤務
者における上司への援助要請意図に対する，ILS
の影響について検討する。

３　援助要請意図の先行要因としての ILS

　ILS は「フォロワーとの相互作用において，開
放性，アクセシビリティ，可用性を示す（Carmeli,�
Reiter-Palmon�and�Ziv�2010：250）」リーダー行動
を指す概念である。Nembhard�and�Edmondson
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（2006）では，リーダーが他者の貢献を歓迎し，
評価していることを示すことで，リーダーがそう
しなければ提供されない，他者の意見やアイデア
を取り込もうするリーダーシップ行動として ILS
を位置づけており，Carmeli,�Reiter-Palmon�and�
Ziv（2010）もこの位置づけを踏襲している。こ
れまで，ILS が仕事の質を改善しようとする行動
に 対 す る エ ン ゲ ー ジ メ ン ト（Nembhard�and�
Edmondson�2006），創造的タスクに対するインボ
ルブメント（Carmeli,�Reiter-Palmon�and�Ziv�2010），
チーム業績（Mitchell�et�al.�2015）を高めることが
明らかにされてきた。
　先行研究で挙げられるILSの成果変数の多くは，
職務遂行に直接にかかわる行動や成果物である。
しかし，職務遂行に直接かかわらない，役割外の
行動に対する影響についても，最近の研究でいく
つか取り組みがなされている。特に，後述する先
行研究では，ILS と自発的行動の関係について，
自発的行動を取ろうとする際の心理的コストの低
減に言及した上で検討している。たとえば，
Zeng,�Zhao�and�Zhao（2020） は，ILS が， 従 業
員 に お け る テ イ キ ン グ・ チ ャ ー ジ（taking�
charge）に与える影響を検討している。テイキン
グ・チャージは組織の機能的な変化を企図して取
られる行動であるが，この行動には潜在的なリス
ク を 伴 う と さ れ て い る（Morrison�and�Phelps�
1999）。具体的には，その行動が失敗に終わった
時や，不適切とみなされた場合，あるいは脅威と
みなされた場合に，周囲からネガティブな風評を
買うとされている（Morrison�and�Phelps�1999）。
Morrison�and�Phelps（1999）は，新しいアイデア
に積極的に耳を傾けようとする上司の態度が，上
記した心理的コストを低減し，結果としてテイキ
ング・チャージが促されるとしている。この他，
Javed�et�al.（2019）においても，ILS が従業員を
失敗に対する責任から守ろうとする点で，従業員
が失敗のリスクを恐れなくなり，結果として役割
外行動が促されることを明らかにしている。本研
究が注目する感情面の援助要請意図には，職場で
の悩みやストレスといった，個人的な問題に関す
る要請の意図も含まれる。しかし，ILS が，リス
クテイキングな行動に際して生じる心理的コスト

を低減する点を踏まえれば，ILS は感情面の援助
要請意図に対しても有力なリーダーシップに位置
づけられると本研究は考える。こうした従業員が
抱える不安に対して，ILS は積極的に耳を傾ける
点で，援助要請の心理的コストを低減させること
が期待される。
　以上より，次の仮説を導出する。

　仮説 1：�ILS は，上司に対する感情面の援助要
請意図に正の影響を与える

４　媒介変数としての心理的安全

　心理的安全は，個人に知覚される，職場でリス
クのある対人的行動を取っても安全であるという
信念に言及する（Carmeri,�Reiter-Palmon�and�Ziv�
2010；Detert�and�Burris�2007；Edmondson�1999）。
心理的安全が高い時，個人にとっては自身の本音
を 開 示 す る こ と の 不 安 が 軽 減 さ れ る（Kahn�
1990）。また，これまでの実証研究の成果からも，
心理的安全が従業員の発言（Detert�and�Burris�
2007）や情報共有行動（Frazier�et�al.�2017）に影
響することが示されている。こうした心理的安全
は，従業員が援助要請しようとする際のコストを
低減することが期待される。実際に Edmondson

（1999）においても，心理的安全が高い時に個人
がメンバーに助けを求めやすくなることに言及し
ている。よって，次の仮説が導出される。

　仮説 2：�心理的安全は上司に対する感情面の援
助要請意図に影響を与える

　本研究は，ILS が心理的安全を介して援助要請
意図に影響しうると考える。先行研究において
も，心理的安全の知覚に対して，ILS が重要な役
割を果たすとされている。たとえば，上司が従業
員からの意見や改善を求める声に積極的に耳を傾
けようとすることは，そうした従業員の行動を肯
定的に捉える点で，従業員における心理的安全の
知覚に結びつくとされる（Carmeli,�Reiter-Palmon�
and�Ziv�2010；Nembhard�and�Edmondson�2006；
Zeng,�Zhao�and�Zhao�2020）。実際に，Zeng,�Zhao�
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and�Zhao（2020）では，ILS が心理的安全を介し
て個人のリスクテイキングな行動に影響すること
を説明し，その媒介のメカニズムについて実証研
究をもとに明らかにしている。こうしたメカニズ
ムは，在宅勤務者にとっても同様であろう。在宅
勤務においては，他のメンバーが何をしているか
や何を考えているかがわかりづらい（Golden�and�
Raghuram�2010；Allen,�Renn�and�Griffeth�2003）。こ
れに対して，ILS によって職場の心理的安全が高
まり，普段からメンバーと互いの状況や抱えてい
る問題についてオープンに話し合える規範がつく
られている時には，個人にとって援助要請しやす
くなると推測される。逆に心理的安全が形成され
ていないと，個人にとっては，自分が上司に頼る
ことが周囲にとってどう映るかが判断しづらく

（周りの人はもしかしたら，自分なりに努力して問題
を解決しているかもしれない），援助要請しづらく
なる可能性がある。
　以上のことから，次の仮説を導出する。

　仮説 3：�ILS は，心理的安全を介して，上司に
対する感情面の援助要請意図に正の影
響を与える

５　媒介効果を調整する要因としての仕事の要求度

　ILS と心理的安全および個人の態度や行動をつ
なぐメカニズムを検討した先行研究では，個人の
置かれる状況要因がそのメカニズムに作用する点
について，十分に明らかにされていない。これに
対して本研究は，前述した媒介の影響が，特定の
状況要因によって左右され得ると考える。具体的
には，ILS が心理的安全を介して援助要請意図に
与える影響は，仕事の要求度（job�demand）に
よって左右され得る点について以下で説明する。
仕事の要求度とは，「肉体的，心理的，社会的，
または組織的な側面で，肉体的または心理的（す
なわち，認知的または感情的）な努力を継続的に必
要とし，そのために特定の生理学的または心理学
的なコストを伴うものと定義される（Shaufeli�and�
Bakker�2004：296）」。仕事の要求度とは，要する
に持続的な努力を必要とする仕事の側面である

（Bakker�and�Costa�2014）。先行研究によれば，仕
事の要求度は，個人の資源を失わせ，結果的に個
人のストレスやバーンアウトを招く要因として位
置づけられている（Crawford,�LePine�and�Rich�2010；
Hobfoll�et�al.�2018）。
　媒介効果に対する調整要員としての仕事の要求
度の役割を述べるうえでは，資源保存理論�（conser-�
vation�of�resource�theory；e.g.,�Hobfoll�1989；以下，
COR と表記）から重要な示唆が得られる。COR
は動機づけに関連した理論であり，個人による資
源の獲得や保持に向けた行動を説明しようとする

（Hobfoll�2011；Hobfoll�et�al.�2018）。COR が基盤と
する考え方として，個人は，自らにとって重要な
資源を獲得し，維持し，培い，保存しようと努力
する（Hobfoll�et�al.�2018：106）。また，COR の原
則に従えば，個人は資源が枯渇すると，防衛的に
なるとされる（Hobfoll�et�al.�2018）。
　上記した COR の知見を踏まえると，仕事の要
求度が高い時に，個人は援助要請を控えようとす
る可能性がある。援助要請は，要請を通じて他者
から知識や共感を得る過程を経る点で，個人によ
る資源獲得のプロセスと捉えることができる。ま
た，先に述べた通り，個人にとっては援助要請そ
れ自体がコストとなる。実際に個人が援助要請す
る際には，自身が抱える問題の内容を相手に伝え
るための言語化や，相談する相手に都合を取り付
けるといった労力を伴う。そのため個人にとっ
て，仕事の負担が重く，資源が大きく失われてい
る状況においては，援助要請によってさらに資源
が消費されることを，避けようとするかもしれな
い。逆に，自身の資源に余力があり，さらなる投
資に向けた行動を取ることができる時には，援助
要請により問題を解決することで資源を回復した
り，上司から資源を得ることで自身の資源を高め
ようとするだろう。したがって，前述した心理的
安全は，援助要請の心理的コストを低減する効果
を持つが，仕事の要求度が高い状況では，その効
果が相殺される可能性がある。
　さらに，前述したように，職場の心理的安全が
ILS を起点として生じることを踏まえれば，ILS
から心理的安全を介して援助要請意図に与える影
響も，仕事の要求度によって左右されると考えら
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れる。特に，仕事の要求度が高い時よりも，低い
時のほうが，上記した媒介の影響は強まるといえ
る。以上より，次の 2 つの仮説を導出する。

　仮説 4　�仕事の要求度は，心理的安全と感情面
の援助要請意図の関係を調整する。特
に，仕事の要求度が高い時に比べて，
低い時の方が，両者の正の関係が強ま
る。

　仮説 5　�ILS が心理的安全を介して感情面の援
助要請意図に与える影響は，仕事の要
求度によって調整される。特に，仕事
の要求度が高い時に比べて，低い時の
方が，媒介効果が強まる。

Ⅲ　研�究�方�法

１　調査対象および手続き

　前述の仮説を検証するため，本研究は 2020 年
7 月にインターネット調査会社への委託を通じ
て，ウェブ上の質問票調査を実施した。調査対象
は，1000 名以上の企業規模に属し，3 年以上勤務
する正社員である。また，新型コロナウイルスが
もたらす影響の地域間の差異を統制するため，東
京で勤務する従業員に限定した。本調査では 2 週
間の期間をおいて，2 時点で回答を募った。実際
の分析対象は下記のとおりである。まず，2 回の
調査ともに回答を得られた従業員は 1033 名で
あった。このうち，本研究ではコロナ禍で在宅勤
務となった従業員を対象とした研究であるため，

昨年の在宅勤務実施がなく，なおかつ調査実施の
2 時点ともに在宅勤務を実施する者（337 名）に
限定した。さらに，直近の実労働時間が所定労働
時間以下の者と回答に不備があった者も除外し，
最終的には，273 名（男性 236 名，女性 37 名）が
分析対象となった。分析対象の業種の内訳につい
ては表 1 のとおりである。

２　分析に用いる変数および分析方法

　測定尺度の内容および信頼性係数を以下に記述
する。まず，ILS と心理的安全については，5 段
階のリッカートスケールにより測定された（「全
くその通り」から「全くそう思わない」まで）。本調
査で用いられた測定変数に関してはいずれも，回
答者が高い得点をつけていればいるほど，設問で
問われたことに対して肯定的であることを表して
いる。
　ILS の測定尺度は，Carmeli,�Reiter-Palmon�and�
Ziv（2010）の 9 項目を用いて作成した。探索的
因子分析の結果（最尤法，プロマックス回転），�
1 つの因子のまとまりとして抽出された。クロン
バック α は .94 であった。質問項目はそれぞれ，

「私の上司は，新しいアイデアを聞くことに対し
て寛大である」「私の上司は，仕事のプロセスを
改善するための新しい機会に関心を持っている」

「私の上司は，望んでいる目標やそれらを達成す
るための新しい方法について率直に議論すること
ができる」「私の上司は，悩みの相談に応じてく
れる」「私の上司は，仕事上の質問に応じてくれ
るので，相談してみたいと思う」「私の上司は，
私の要望を聞いてくれる」「私の上司は，この
チームの中では，いつでも二つ返事で会ってもら
える存在である」「私の上司は，新たに生じた問
題について相談することを奨励している」「私の
上司は，新たに生じた問題について議論するため
に面会しやすい」である。
　心理的安全の測定尺度は，宮島（2018）の 5 項
目を用いて作成した。本研究は個人に知覚される
職場の心理的安全を捉えようとしており，宮島

（2018）も個人レベルの測定尺度であることから，
本研究の分析に用いることとした。探索的因子分
析の結果（最尤法，プロマックス回転），1 つの因

表 1　分析対象の業種内訳

度数 比率（％）
研究開発 23 8.42
技術 65 23.81
営業販売 60 21.98
人事総務 17 6.23
経営企画広報 24 8.79
経理財務 9 3.30
生産製造 5 1.83
事務 45 16.48
その他 25 9.16
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子のまとまりとして抽出され，クロンバック α

は .86 であった。質問項目はそれぞれ，「私の職
場では，私は自由に自分の考えを表明できる」

「私の職場では，本心を表明することは歓迎され
ている」「私の職場では，私は自分の仕事に関し
て本心を打ち明けられる」「私の職場では，もし
私が異なる意見を持っていたとしても，誰もその
ことで私をいびったりしない」「私の職場では，
本音を口にすることで傷つけられることを心配し
なくて良い」である。
　仕事の要求度については，加藤（2000）の「職
業性ストレス簡易調査票」をもとに 6 項目で作成
した。先行研究において仕事の要求度は質的負担
感と量的負担感とに分かれることが想定されてい
たが，本研究で探索的因子分析の結果（最尤法，
プロマックス回転），1 つの因子のまとまりとして
抽出された。クロンバックの α は .87 であった。
よって，上記の 6 項目を合成した変数を作成し
た。質問項目はそれぞれ，「非常にたくさんの仕
事をしなければならない」「時間内に仕事が処理
できない」「一生懸命働かなければならない」「か
なり注意を集中する必要がある」「高度の知識や
技術が必要なむずかしい仕事だ」「勤務時間中は
いつも仕事のことを考えていなければならない」
である。この項目については，「全くそのとおり」
から「全くそう思わない」までの回答に加え，

「現在実施していない」を加えた 6 段階で尋ねた。
なお，分析対象において，「現在実施していない」
と回答した者はいないことが確認されている。
　上司に対する援助要請意図については，代表的
な測定尺度である永井（2012）の援助要請意図の

質問項目をベースに作成した。ただし，永井
（2012）は主に学生を想定しているため，援助要
請の場面や要請する支援の内容について，企業組
織の文脈に適するように修正した。この修正にあ
たっては，Hammer�et�al.（2009）が整理した支
援の下位次元のうち，感情面の支援に関するもの
を参照した。これらの手続きを通じて，3 項目の
オリジナルの測定尺度を作成した。探索的因子分
析の結果，1 つの因子のまとまりとして抽出され，
クロンバックの α は .87 であった。質問票では，
はじめに教示文として「もし，以下で挙げること
について悩み，1 人で解決できないとしたら，あ
なたはその悩みについて職場の上司に相談すると
思いますか。当てはまるものを選択してくださ
い」と記述した。そのうえで，「仕事で落ち込む
ことがあったとき」「仕事と私生活のバランスが
崩れているとき」「職場の人間関係で悩んでいる
とき」の 3 つの項目を挙げ，それぞれについて

「相談しないと思う」から「相談すると思う」ま
での 5 段階で評価を求めた。
　最後に，統制変数として，本研究では男性ダ
ミー（男性＝1，それ以外＝0），年齢，一般職ダ
ミー（一般職＝1，それ以外＝0），配偶者正規雇用
ダミー（配偶者が正規社員＝1，それ以外＝0），在
宅勤務比（直近 7 日間の実労働時間に占める在宅勤
務時間の割合から算出），直近 7 日間の実労働時間
を投入した。これらに加え，職務を遂行できるか
どうかが他のメンバーに依存する程度を表す仕事
の相互依存性についても，統制変数として投入し
た。理由は次の 2 点である。第 1 に，援助要請と
の関連が指摘されているからである（Cleavenger,�

表 2　記述統計量

　 平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1 ．男性ダミー .864 .343 1.000
2 ．年齢 49.586 8.002 .272** 1.000
3 ．配偶者正社員ダミー .209 .407 －.113† －.180 ** 1.000
4 ．直近の実労働時間 45.173 7.346 .106† －.075 .138* 1.000
5 ．仕事の相互依存性 3.187 .739 .095 －.073 .069 .111† 1.000
6 ．一般職ダミー .234 .424 －.286** －.012 .035 －.081 －.085 1.000
7 ．在宅勤務比 .645 .302 .007 .007 .188** .023 －.024 .141* 1.000
8 ．仕事の要求度 3.308 .732 .104† －.169 ** .065 .318** .360** －.052 .054 1.000
9 ．ILS 3.425 .721 －.060 －.073 .128* －.042 .165** .151* .076 －.052 1.000
10．心理的安全 3.376 .652 .031 .047 .116† .030 .111† .007 .021 －.088 .612** 1.000
11．援助要請意図 2.849 .916 －.007 －.006 .081 －.004 .109† .072 .025 －.084 .330** .367** 1.000

**p<.01,��*p<.05,��†p<.10
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Gardner�and�Mhatre�2007）。第 2 に，仕事の相互
依存性は，他者を自発的に支援する行動に影響す
ることが報告されている（鈴木�2013）。援助それ
自体は，職場のメンバーが進んで手助けしてくれ
る場合にも得られる。本研究は，部下の援助要請
意図に対する上司の影響について検討するため，
職場のメンバーから得られる支援の程度にかかわ
る要因について，統制する必要があった。
　以上の変数の記述統計量は表 2 のとおりであ
る。相関分析の結果，上司への感情面の援助要請
意図は，ILS との間に有意な正の相関が見られ�

（r＝.330,�p<.01），心理的安全とも有意な正の相関
が見られた（r＝.367,�p<.01）。また，ILS と心理的
安全との間には中程度の有意な正の相関が確認さ
れた（r＝.612,�p<.01）。
　以上の変数間の関係について，統計ソフトの
IBM�SPSS�Statistics�27，IBM�SPSS�Amos�25，
および PROCESS（Hayes�2013）を用いて統計分
析を行った。以降より，分析結果について記述す
る。

Ⅳ　分�析�結�果

　はじめに，本研究のモデルが含む主要 4 つの概
念について（ILS，心理的安全，仕事の要求度，上

司への援助要請意図），確認的因子分析によってそ
の妥当性を検討した。その結果，十分に当てはま
りが良いことが示された（χ 2＝501.245（p<.001）,�df
＝224,�CFI＝.929,�RMSEA＝.067,�SRMR＝.047）。 こ
の 4 因子を想定したモデルは，ILS と心理的安全
を 1 つの因子とした 3 因子モデル（χ 2＝797.421

（p<.001）,�df=227,�CFI=.853,�RMSEA=.096,�SRMR=.071），
先行変数をすべて 1 因子とした 2 因子モデル（χ 2

＝1514.796（p<.001）,� df＝229,�CFI＝.670,�RMSEA
＝.144,�SRMR＝.143）のいずれよりも妥当なモデ
ルであることが確認されている。前述の記述統計
量において，ILS と心理的安全の間に中程度の相
関が見られていたが，上記の結果から，ILS と心
理的安全を分けた上で，本研究のモデル（図 1）
にしたがい検討することとした。
　また，本研究ではモデルで用いられるすべての
変数を同一の回答者にたずねており，変数間の関
係が過度に強調されるコモン・メソッド・バイア
スの問題が生じうる。この点を探索的因子分析に
よって検討した結果（Podsakoff�and�Organ�1986），
固有値 1 以上の因子が 4 つ抽出され，さらに第一
因子の寄与率も 35.812％と十分に低かったため，
コモン・メソッド・バイアスは大きな問題となら
ないと判断した。
　仮説の検証を以下の通り行った。まず仮説 1 と 2

表 3　階層的重回帰分析の結果

モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5
被説明変数 援助要請意図 援助要請意図 心理的安全 援助要請意図 援助要請意図
男性ダミー .027 .025 .030 .017 .011
年齢 －.012 .007 .087† .015 －.001
配偶者正社員ダミー .073 .043 .057 .028 .029
直近の実労働時間 .019 .029 .069 .011 .017
仕事の相互依存性 .161* .095 .023 .089 .083
一般社員ダミー .083 .037 －.072 .056 .062
在宅勤務比 .011 －.004 －.025 .003 .002
仕事の要求度 －.154* －.114† －.081 －.093 －.104
ILS .301*** .621*** .140† .129†
心理的安全 .259*** .260***
心理的安全×仕事の要求度 －.123*
F 値 1.463 4.179*** 19.655*** 5.189*** 5.205***
F 変化量 1.463 24.855*** 154.566*** 19.285*** 4.637*
R 二乗 .042 .125 .402 .165 .180
自由度調整済み二乗 .013 .095 .382 .133 .145
***p<.001,��**p<.01,��*p<.05,��†p<.10
注：1）表中では標準化偏回帰係数を記載している
　　2）共線性の診断の結果，VIF は最大で 1.749 であった
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に関して，階層的重回帰分析により，先行変数の
主効果を確認した。結果は表 3 のとおりである。
モデル 2 を見ると，ILS が上司に対する援助要請
意図に正の影響の影響を及ぼしていた（β＝.301,�
p<.001）。よって仮説 1 は支持された。心理的安
全については，モデル 4 より，上司に対する援助
要請意図に正の影響を及ぼしていた（β＝.259,�
p<.001）。よって仮説 2 は支持された。
　仮説 3 の，ILS が心理的安全を介して上司に対
する援助要請意図に及ぼす影響については，
PROCESS（Hayes�2013）の MODEL4 にもとづき
検証した（ブートストラッピング＝5000）。その結
果，信頼区間は 0 を含んでおらず，有意な間接効
果が確認された（Indirect�effect＝.205;�95％ブート
ストラップ信頼区間［.079,� .337］）。よって仮説 3 は
支持された。
　仮説 4 の調整効果に関しては，先に示した表 3
のモデル 5 において，心理的安全と仕事の要求度
の交互作用項の有意な影響が確認できる（β=�
－.123,�p<.05）。また，図 2 において，調整効果を
作図した 3）。この図から，仕事の要求度が高い時
に比べて，低い時の方が，心理的安全と上司に対
する援助要請意図の正の関係が強いことがわか
る。よって仮説 4 は支持された。
　最後に，仮説 5 の調整媒介効果について，

PROCESS（Hayes�2013）の MODEL14 にもとづ
き検証した。表 4 では，調整変数である仕事の要
求度の程度による間接効果の違いを示している。
これを見ると，仕事の要求度が高い時に間接効果
は有意でなく（effect＝.136,� ブートストラップ SE
＝.074,�95％ブートストラップ信頼区間［－.011,� .282］），
低い時に有意であった（effect＝.295,� ブートスト
ラップ SE＝.078,� ブートストラップ信頼区間［.150,�
.461］）。これに加えて，PROCESS（Hayes�2013）
では，調整変数の程度による間接効果の違いの有
意性についても検証できる。検証の結果につい
て，index�of�moderated�mediation の指標を見る
と，有意であることが確認された（index＝－.104,�
ブートストラップ SE＝.055,�ブートストラップ信頼区
間［－.218,�－.002］）。よって，仮説 5 は支持された。

Ⅴ　考　　察

　本研究では，新たに在宅勤務に従事することに
なった従業員において，上司に対する感情面の援
助要請意図が喚起されるメカニズムについて，
ILS と心理的安全および仕事の要求度の関係を検
討することを通じて明らかにしようとした。
　以下より，前述の分析結果をもとに考察する。
まず，仮説 1 の検証結果から，部下にとっては，
ILS が高い上司に対して，感情面の問題について
助けを求めようとするといえる。先行研究では，
ILS の成果変数として職務遂行に直接関わる行動
が挙げられてきたのに対し（Javed�et�al.�2019），
本研究が挙げたような，職場での悩みに関する援
助要請に対しても，ILS は有効に働きかけ得るこ
とが明らかとなった。次に，仮説 2 が支持された
ことにより，部下は職場の心理的安全を知覚する
時に，上司に職場での悩みについて助けを求めよ
うとするといえる。この点は Edmondson（1999）
で示唆されたことが本研究においても支持された

表 4　調整媒介効果の検証

媒介変数 仕事の要求度 effect boot
（se）

boot
（LLCI）

boot
（ULCI）

心理的安全
low（2.500） .295 .078 　.150 .461
middle（3.333） .206 .064 　.084 .338
high（4.0000） .136 .074 －.011 .282

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

5

－1SD +1SD
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といえる。仮説 3 では，ILS が心理的安全を介し
て援助要請意図に影響することについて言及し
た。この仮説が支持されたことから，インクルー
シブな上司がいる部下にとっては，職場の心理的
安全を高く知覚するようになり，それによって上
司に職場での悩みについて援助要請する意図が強
まるといえる。先行研究では，ILS が心理的安全
を介してリスクテイキングな行動に影響するメカ
ニズムが指摘されていた（Zeng,�Zhao�and�Zhao�
2020）。このようなメカニズムが，本研究のよう
に職場の悩みについて助けを求める意図を成果変
数においた時にも，確認されたといえる。すなわ
ち，インクルーシブな上司がいることで，部下に
とって援助要請の心理的コストが低減され，結果
として上司に職場での悩みについて助けを求める
意図が高まったと考えられる。
　仮説 4 および 5 では，上記した影響に対して仕
事の要求度が持つ役割に着目した。仮説 4 につい
て，分析結果からは，職場の心理的安全によっ
て，感情面の援助要請意図が高まる程度は，仕事
の要求度が高い部下よりも，低い部下のほうが，
強く表れていた。また，仮説 5 については，ILS
は心理的安全の知覚を強めることを通じて，職場
での悩みに関して助けを求める意図を高めるが，
その媒介の効果は仕事の要求度が高い時のよう
に，資源が大きく失われる状況で弱まることが明
らかとなった。これらの検証結果から，COR の
先行研究で言及されてきたような，資源が大きく
失 わ れ る こ と で 生 じ る 個 人 の 防 衛 的 な 態 度

（Hobfoll�et�al.�2018）が，本研究の分析結果におい
て現れたと考えられる。
　本研究の貢献を以下に述べる。まず理論的貢献
として，以下の 2 点が挙げられる。第 1 に，ILS
研究に対する意義である。先行研究では，ILS の
成果変数として職務遂行に直接関わるものが多く
挙げられてきたのに対して，本研究が挙げたよう
な，職場での悩みやストレスに関する要請に対し
ても，ILS は有効に働きかけ得ることを明らかに
した。これは ILS の成果変数に関して新たな視
座を提供した点で，ILS 研究に対する理論的貢献
といえる。
　第 2 に，援助要請研究に対する意義である。先

行研究では，援助要請意図に対するリーダーシッ
プの影響のメカニズムについて十分な検討がなさ
れてこなかった。加えてそこにおいては，従業員
が置かれる状況に対する注目もなされてこなかっ
た。こうした先行研究の課題に対し，本研究で
は，感情面の援助要請意図に影響する具体的な
リーダーシップ行動として ILS を取り上げ，ILS
が心理的安全を介して援助要請意図に与えるメカ
ニズムについて明らかにした。加えて，本研究で
は，従業員が置かれる状況を指す要因として仕事
の要求度に注目し，この要因が上記した媒介効果
を調整する役割を持つことについても明らかにし
た。本研究は，職場での悩みに関する援助要請意
図に限定されるものの，ILS が援助要請意図に影
響するメカニズムの一端を明らかにすることがで
きたといえる。
　本研究は，在宅勤務の部下を持つ管理者に対す
る実践的貢献を持つ。在宅勤務やそれに伴う非対
面のコミュニケーションは，従業員に孤独感や不
安を感じさせることがあるものの，職場の上司や
同僚がそれをリアルタイムに把握するのは難し
い。本研究の結果は，ILS を通じて心理的安全を
部下に知覚させることの有効性を示した。ただ
し，前述の調整媒介効果の結果を考慮すれば，そ
れと合わせて，部下がストレスフルな状況に陥ら
せないような働きかけの必要性についても示した
といえる。より具体的には，日ごろから上司が部
下の意見やアイデアに対して積極的に耳を傾けた
り，困った時にすぐにコミュニケーションをとっ
たりすることで，職場全体に安心感がつくられ，
部下の従業員は上司に職場での悩みについて助け
を求めやすくなる。ただしその効果は，部下が業
務負担に苦しむ状況では弱まってしまう可能性が
あるため，そのような状況では，たとえば業務割
り当ての見直しといった対応を図る必要があると
いえる。
　上記した貢献がありながらも，本研究には以下
の限界点が残されている。第 1 に，ILS と心理的
安全に関して，本研究では同一時点で調査対象者
に回答を求めた。今後の調査では，調査時点を分
ける等の工夫がなされる必要がある。
　第 2 に，本研究では，コロナ禍で新たに在宅勤
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務となった従業員を分析対象としている点で，本
研究の知見が平常時の在宅勤務者を対象とした場
合にも一貫性をもつかどうかについては，今後の
検証を必要とする。たとえば，コロナ禍による勤
務形態の変化に伴って仕事の要求度が高まった
り，援助要請しづらくなったりしたために，本研
究のモデルが支持されやすくなっていた可能性は
ある。ただし，本研究では，コロナ禍の前後で仕
事の要求度や援助要請意図に変化があったかどう
かは明示的に検討されていない。よって今後，通
常業務の従業員を対象とした調査を実施し，本研
究のモデルについて検証する必要がある。
　第 3 に，本研究は援助要請意図を扱った点で，
行動を直接測定しているわけではない。そのた
め，ILS によって援助要請意図が高まった結果，
実際の行動に結びつくかどうかについても，追加
的な検証を実施する必要があるといえる。
　第 4 に，援助要請意図に対する上司の影響を検
討する際の，方法に関する課題である。本研究で
は，ILS および援助要請のいずれに関しても，回
答者自身の職場の上司を想定して回答してもらう
よう求めた。しかし，回答者のなかで，双方の測
定項目について想定する上司が，同一でない可能
性を，完全には否定できない。この点について
は，ILS を発揮する上司と援助要請の対象となる
上司が同一となるように，質問項目を工夫するこ
とで，より精緻に検討していく必要がある。ま
た，本研究では，上司の影響を検討する際，仕事
の相互依存性のように，職場の他のメンバーから
得られる支援の程度に関わる要因を統制してい
た。しかし，Mueller�and�Kamder（2011）のよ
うに，他者の自発的な支援行動によって得られる
支援を，明示的に観測したわけではない。この点
についても，他者の自発的な支援行動について直
接に尋ねることで，再検証する必要がある。最後
に，本研究では援助要請の対象に関して，職場の
他のメンバーについては挙げていない。先行研究
によれば，個人は上司－部下のタテの関係におい
て援助要請しづらい時に，代わりにヨコの関係に
援助要請することがある（Lee�1997,�2002）。この
点を踏まえると，ある先行要因と上司への援助要
請意図の関係に対して，同僚への援助要請意図も

関わる可能性がある。本研究においても，職場の
心理的安全が高い時に，同僚に対する援助要請意
図が高まっていた可能性があり，そのことが上司
への援助要請意図にも関連していた可能性もあ
る。したがって今後は，援助要請の対象につい
て，上司と同僚の双方をモデルに含めることで，
援助要請意図に対する上司の影響についてより精
緻に検討することが望まれる。
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